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事業名 事業 事業 国土交通省

一般国道１５３号 伊南バイパス 区分 一般国道 主体 中部地方整備局
い な ん

起終点 自：長野県上伊那郡飯島町本郷 延長
な が の か み い な ぐ んいいじままちほんごう

至：長野県駒ヶ根市赤穂 ９．２km
な が の こま が ね あ か ほ

事業概要

一般国道１５３号伊南バイパスは、長野県上伊那郡飯島町本郷から長野県駒ヶ根市赤穂に至る延長９．

２ｋｍのバイパスであり、長野県からの権限代行を受け、交通渋滞の緩和、交通安全の確保、救急医療活

動の支援や生活環境の改善を目的に計画された道路です。

平成２６年度迄に飯島町本郷から飯島町田切の３．２ｋｍと駒ケ根市赤穂市場割から駒ケ根市赤穂の４．

２ｋｍについて暫定２車線開通済であり、交通渋滞の緩和や生活環境の改善に寄与しました。

残る区間の並行する現道等には線形不良箇所、冬期路面凍結箇所が存在するなど多くの課題があり、引

き続き事業を推進することで、線形不良箇所の回避等の効果を見込んでいます。

Ｈ９年度事業化 Ｈ９年度都市計画決定 Ｈ１０年度用地着手 Ｈ１３年度工事着手

（Ｈ－年度変更）

全体事業費 ４１２億円 事業進捗率 ７９％ 供用済延長 ７．４km

計画交通量 １４，０００台／日

費用対効果 Ｂ／Ｃ 総費用 (残事業)/(事業全体) 総便益 (残事業)/(事業全体) 基準年

分析結果 (事業全体) ２．１ 108/473億円 232/997億円 平成２５年

事 業 費： 96/432億円 走行時間短縮便益：174/935億円

(残事業) ２．１ 維持管理費： 12/ 41億円 走行経費減少便益： 55/ 58億円

交通事故減少便益：2.6/ 4.2億円

感度分析の結果

【事業全体】交通量 ：B/C＝2.0～2.2(交通量 ±10%)【残事業】交通量 ：B/C＝2.1～2.3(交通量 ±10%)

事業費 ：B/C＝1.9～2.3(事業費 ±10%) 事業費 ：B/C＝2.0～2.4(事業費 ±10%)

事業期間：B/C＝1.6～2.7(事業期間±20%) 事業期間：B/C＝2.0～2.3(事業期間±20%)

事業の効果等

①円滑なモビリティの確保

・現道等の年間渋滞損失時間の削減が見込まれる。

②物流効率化の支援

・現道等における、総重量25tの車両もしくはISO規格背高海上コンテナ輸送車が通行できない区間を

解消する。

③都市の再生

・市街地再開発、区画整理等の沿道まちづくりと連携あり。

④国土・地域ネットワークの構築

・日常活動圏の中心都市へのアクセス向上が見込まれる。

⑤個性ある地域の形成

・拠点開発プロジェクトを支援する。

・主要な観光地（駒ケ根高原等）へのアクセス向上が期待される。

⑥安全で安心できるくらしの確保

・三次医療施設（伊那中央病院）へのアクセス向上が見込まれる。



⑦災害への備え

・緊急輸送道路が通行止になった場合に大幅な迂回を強いられる区間の代替路線を形成する。

⑧地球環境の保全

・CO2排出量の削減が見込まれる。

⑨生活環境の改善・保全

・NO2排出量の削減が見込まれる。

・SPM排出量の削減が見込まれる。

・夜間騒音値の低減が見込まれる。

⑩他のプロジェクトとの関係

・上伊那地域ビジョンにて、交通の骨格を担う路線として位置づけられている。

関係する地方公共団体等の意見

知事の意見：

・一般国道１５３号「伊南バイパス」は、交通渋滞の緩和や交通安全の確保、救急医療活動の支援や生活

環境の改善等に寄与する必要不可欠な事業です。

・ついては、事業を継続し、積極的な予算確保により、早期開通を図るよう強く要望します。

・また、事業の実施に当たっては、一層のコスト縮減に努められるようお願いします。

事業評価監視委員会の意見

・「事業継続」することは「妥当」である。

事業採択時より再評価実施時までの周辺環境変化等

・伊那谷特有の河岸段丘により、急激な起伏や急カーブ区間が多く存在。

・飯島町本郷地内や田切地内では、冬季路面凍結箇所が存在し、スリップ事故が発生。

・急カーブ区間では、搬送中の初期治療が困難であり、救急搬送に支障。

事業の進捗状況、残事業の内容等

・事業進捗率は７９％、用地進捗率は１００％。（平成２７年度末）

・今年度は上伊那郡飯島町田切～駒ヶ根市赤穂（延長１．８ｋｍ）の平成３０年度の暫定開通に向けた

橋梁工事等を実施。

事業の進捗が順調でない理由、今後の事業の見通し等

・上伊那郡飯島町田切～駒ヶ根市赤穂（延長１．８ｋｍ）は、平成３０年度の開通を目指し、工事を推進。

施設の構造や工法の変更等

・技術の進展に伴う新工法の採用等による新たなコスト縮減に努めながら事業を推進する。

対応方針 事業継続

対応方針決定の理由

以上の状況を勘案すれば、当初からの事業の必要性、重要性は変わらないものと考えられる。

事業概要図

※ 総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。

※ 総費用及び総便益の値は、表示桁数の関係で内訳の合計と一致しないことがある。


